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１ 趣旨 

建設産業では、高齢化等により技能労働者が大量に離職し、今後、生産年齢人口の

減少が見込まれている。将来にわたる社会資本の品質確保と適正な機能維持を図り、

継続的な経済成長を支えるためには、労働力不足を上回る建設現場の生産性向上が避

けられない課題である。 

その課題解決に向けた一つの手法として、土木交通部では、社会資本の整備、維持

管理・更新における各建設生産プロセスに ICT（情報通信技術）を積極的に導入する

ものとしている。 

本実施方針は、ICT 活用の推進を図るための措置や取り組むべき施策を示し、事業

執行機関が ICT 活用に当たって拠り所する方針を取りまとめた。 

なお、運用に当たっては、別に定める「滋賀県土木交通部における ICT 活用実施要

領」により実施するものとする。 

２ 実施方針 

滋賀県土木交通部が発注する測量、設計業務および工事は、３次元データを活用

する。 

(1) 測量業務 

原則、３次元点群測量を実施し、得られた３次元点群を用いて２次元平面

図も作成する。なお、業務実施時に、計画の線形が決定できる場合は、２次

元の縦横断面図も作成する。 

植生被覆等の現場条件により３次元点群測量が困難な場合や３次元データ

が有効に活用できない小規模事業等で３次元データの有効活用が見込まれな

い場合は、従来手法による測量とすることができる。 

(2) 設計業務 

取得した３次元点群測量の結果を用いて従来と同様の２次元設計図を作成する。なお、

設計業務時に現況地形の２次元の縦横断面図が作成できていない場合は、設計業務に併

せ３次元点群を使用した縦横断面図を作成する。

(3) 工事 

以下の工種を含む全ての案件で ICT 活用工事（簡易型 ICT 活用工事含む）

を実施できるものとする。 

  ・土工（道路土工、河川土工、砂防土工） 

  ・作業土工（床掘工） 

  ・付帯構造物設置工（土工等の関連施工工種として実施する場合のみ） 

  ・舗装工 

  ・浚渫工（バックホウ浚渫船） 

  ・地盤改良工（安定処理、中層混合処理、スラリー撹拌工、ペーパードレー

ン工、サンドコンパクションパイル工） 
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  ・法面工 

  ・舗装工（修繕工） 

  ・構造物工（橋梁上部、橋脚・橋台、基礎工、擁壁工、コンクリート堰堤工） 

３ 推進を図るための措置 

３-１ ICT を活用した測量業務 

３-１-１ 対象業務 

① 航空レーザ測量 

航空機に搭載されたレーザスキャナを用いて３次元点群作成を行う作業 

② 空中写真測量 

航空機による空中写真を用いて３次元点群作成を行う作業 

③ 空中写真測量（無人航空機） 

UAV による空中写真を用いて３次元点群作成を行う作業 

④ 地上型レーザスキャナによる測量 

地上型レーザスキャナを用いて３次元点群作成を行う作業 

⑤ 無人航空機搭載型レーザスキャナによる測量 

UAV に搭載されたレーザスキャナを用いて３次元点群作成を行う作業 

⑥ 車載写真レーザによる測量 

車両に自車位置姿勢データ取得装置および数値図化用データ取得装置を

搭載した計測・解析システムを用いて道路およびその周辺の地形、地物等を

測定し、取得したデータから数値図化機および図形編集装置により数値地形

図データを作成する作業。 

なお、上記機器を用いた公共測量の実施に当たっては、「UAV を用いた公

共測量マニュアル（案）（国土地理院・平成 29 年 3 月最終改正）」、「地上レ

ーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）（国土地理院・平成 30 年 3

月最終改正）」、UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）

（国土地理院・平成 30 年 3 月）」および作業規程第 3編第 3章「車載写真レ

ーザ測量」に基づくものとする。 

３-１-２ 経費の計上 

別途定める滋賀県土木交通部におけ ICT 活用実施要領（以下「実施要領」と

いう。）に基づき、UAV 等の操作、損料等に係る費用を計上する。 

３-１-３ 成績評定における評価 

対象業務のいずれかを実施した場合、別途定める実施要領に基づき、業務成

績評定において評価する。 

３-２ ３次元設計 

３-２-１ 対象業務 



3 

概略設計、予備設計および詳細設計の業務を対象とし、３次元モデル等を活

用して成果の品質向上や業務の効率化を図る。 

３-２-２ 経費の計上 

実施要領に基づき、３次元モデル等の作成等に係る費用を計上する。 

３-２-３ 成績評定における評価 

対象業務のいずれかを実施した場合、実施要領に基づき、業務成績評定にお

いて評価する。 

３-３ ICT 施工技術の活用工事 

３-３-１ 対象工事 

(1)ICT 活用工事 

ICT 活用工事とは、以下に示す①～⑤の全ての施工プロセスにおいて ICT

施工技術を活用する工事をいう。なお、ICT 土工において、以下に示す②④

⑤の段階で ICT 施工技術の活用を必須とし、①③の段階で受注者の希望に

より ICT 施工技術の活用を選択し、部分的に ICT 施工技術を活用する工事

を簡易型 ICT 活用工事という。 

 なお、ICT 建設機械とは、３次元マシンコントロール技術、３次元マシン

ガイダンス技術または３次元位置を用いた施工管理システムを伴う建設機

械をいう。 

(2)３次元モデルの部分的活用 

３次元モデルを部分的に活用する工事とは、安全管理・施工管理・工事

説明など工事におけるいずれかの段階で、３次元モデルを作成し活用する

工事をいう。 

(3)建設現場の遠隔臨場 

 工事の施工において、監督職員が臨場により確認を行う段階確認、材料

①三次元

　起工測量

②三次元設計

　データ作成

③ICT建設機械

　による施工

④三次元出来

　形管理等の

　施工管理

⑤三次元デー

　タの納品

ICT土工 ○ ○ ○ ○ ○

ICT土工(簡易型) (選択) ○ (選択) ○ ○

ICT作業土工(床掘工) (選択) ○ ○ ー ○

ICT付帯構造物設置工 ○ ○ ー ○ ○

ICT舗装工 ○ ○ ○ ○ ○

ICT浚渫工 ○ ○ ○ ○ ○

ICT地盤改良工 ○ ○ ○ ○ ○

ICT法面工 ○ ○ ー ○ ○

ICT舗装工(修繕工) ○ ○ (選択) (選択) ○

ICT構造物工 ○※ ○ ー ○ ○

※橋梁上部工は該当無し
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確認および立会に代わり、ウェアラブルカメラ等による映像と音声の双方

向通信を使用して土木事務所内等で施工現場の状況を確認する。 

(4)デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測 

コンクリート構造物の鉄筋組み立て時の段階確認において、所定の性能

を有するデジタルカメラ等で撮影した画像計測により配筋の出来形計測を

行う。 

(5)その他 ICT の活用工事 

 その他の ICT を活用して施工の効率化を図る工事をいう。 

３-３-２ 経費の計上 

「ICT 活用工事」、「簡易型 ICT 活用工事」および「デジタルデータを活用し

た鉄筋出来形計測」を実施する場合、実施要領に基づき、当該工事に係る経費

を計上する。 

なお、「３次元起工測量・３次元設計データの作成費用」を必要とする場合

は、別紙を参考に受注者から見積徴取し、必要額を適正に積み上げるものとす

る。見積の妥当性の確認に当たっては、国土交通省の資料を参考とする。 

また、「３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用」

を別途計上できる場合も受注者から見積徴取するものとする。 

いずれの見積額も諸経費を含むものとし、間接工事費および一般管理費等の

対象外とする。 

３-３-３ 工事成績評定における評価 

 対象工事のいずれかを実施した場合、実施要領に基づき、工事成績評定にお

いて評価する。 

３-３-４ 総合評価落札方式における加点 

 工事の内容や ICT 活用施工の普及状況を踏まえ、適宜、総合評価方式におい

て評価項目を設定するものとする。詳細については、「土木交通部建設工事等

における総合評価方式の運用ガイドライン」による。 

４ ICT 活用工事推進のための当面の取組 

ICT 活用の推進に当たって、受注者が円滑に ICT 活用工事を導入できるように、

以下の項目について発注者として積極的な対応を図る。 

４-１ 監督・検査体制の構築 

ICT 活用の円滑な推進のために各建設プロセスに応じた監督・検査を実施できる

体制を構築する。 
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４-２ 設計データの３次元化のための費用負担と３次元設計データの取扱い 

発注者が３次元設計データを提供できるようになるまでは、受注者が２次元設

計データを３次元に変換して活用する。 

ただし、３次元化に係る費用は、発注者が負担するものとする。 

なお、受注者は作成した３次元設計データを用いて設計図書の照査を行い、発

注者はそのデータで設計図書の変更を行うものとする。 

４-３ 研修等の実施 

ICT 活用に関する知識を習得できるよう受発注者が参加可能な講習会や現場見

学会等を実施する。 


